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参院厚生労働委員会 津田議員質問に立つ

「ベースアップ」の定義は？

３月13日、参議院厚生労働委員会が開催され、

津田弥太郎参議院議員が以下の質疑を行いま

した。

【津田議員】本通常国会では、11本の厚生労働省関

連の法案審議が予定されている。その中には、

「医療介護確保法案」や「労働者派遣法改正法案」

のように多くの問題点が指摘されている重要法

案が含まれている。このような状況で、何がなん

でも早期の法案成立を最優先してくれという態

度で与党に接するのか、それとも充実した審議を

行い、野党の質疑を通じて丁寧な国会審議に努め

ていくのか、大臣の所見を伺いたい。

【田村大臣】議論に真摯に耳を傾けていきたい。

【津田議員】昨日は、春闘の集中回答日ということ

で、一つの山場となった。大手が中心だったが、

昨日の状況を踏まえ、大臣の所見を伺いたい。

【田村大臣】昨年より賃金・一時金はアップしてい

る。これから中小企業の交渉が続くが、賃金上昇

はとても重要なことだと思う。

【津田議員】中小企業で賃上げが実現することは容

易ではない。中小のサプライヤーがベースアップ

を行ったら、大手のメーカーから「そんなに儲か

っているなら値引きせよ。」と言われる。こうし

たことは、優越的地位の濫用にも該当する可能性

がある。残念ながら公正取引委員会も経産省も問

題意識が薄い。中小のベースアップを実現するた

めにも早急に必要な対策をお取りいただきたい。

【田村大臣】ご指摘の通り。現在経産省や公正取引

委員会に下請け価格の適正化のための要請文書

を出している。重要なことなのでしっかりとやっ

ていく。

【津田議員】昨年11月の本委員会で、私は政府の「ベ

ースアップ」についての公式な定義がないことを

指摘した。また部長手当の増額をベースアップと

するような乱暴なベースアップの解釈はやめて

ほしいということを内閣府に対して要望してい

ただきたいとお願いした。その時大臣は「言葉の

定義をつくる」という答弁をされたが、内閣府と

の話し合いはどのようになったのか。

【田村大臣】定義は確定していないが、厚生労働省

としては「賃金表の改定により賃金がアップする

こと」をベースアップの定義としている。

【津田議員】そのとおり。部長手当の増額はベース

アップではない。内閣府に対して指導してほしい。

【津田議員】労働者派遣法改正法案には「派遣労働

を臨時的・一時的な働き方に位置付ける」という

肝となる大原則が全く書かれていない。労政審の

建議には「臨時的・一時的なものに限ることを原

則とする」と明記されている。法案作成過程にお

いて、厚生労働省から「臨時的・一時的」の原則

を法案に盛り込んでほしという要請はあったの

か。

【内閣法制局】そのようなことはなかった。

【津田議員】公労使の三者で合意された建議の肝と

なる原則を、厚生労働省自らの判断で法案要綱に

求めることをしなかったのは大問題である。この

問題は法案審議の際、徹底して追及したい。また、

厚生労働省のホームページ上で、派遣法を審議し

ている労働力需給制度部会の議事録が昨年8月30

日以降、まったく公表されていないがどうしてな

のか。

【佐藤副大臣】それは事実だ。事務局の不手際なの

で、今月中にはホームページで必ず公表する。
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